
１． 継続事業の前提に関する注記

該当なし

２． 重要な会計方針
（１） 固定資産の減価償却の方法

直接法による定率法で減価償却を実施している。
（2） リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

（3） 消費税等の会計処理
税込処理によっている。

３． 会計方針の変更
なし

４． 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産
定期預金

小　　　　　　計
特定資産

広告塔引当資産
小　　　　　　計
合　　　　　　計

５． 担保に供している資産
該当なし

６． 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

什   器    備   品
構     築     物

合            計

７． 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

　助成金Ａ 0

　助成金B 0

　補助金 0

合　　計 0 0

８． 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。
（単位：円）

経常収益への振替額

貸借対照表及び正味財産増減計算書の附属明細書

自　平成２８年　４月　１日
至　平成２９年　３月３１日

　　１．基本財産及び特定資産の明細

8,946,600 8,946,600 0

内　　　　　容 金　　額

　公益目的事業へ支出による指定解除 7,581,100

公益財団法人
全国法人会総連合

7,581,100 7,581,100 0

一般社団法人
福岡県法人会連合会

1,215,500 1,215,500 0

公益財団法人
全国法人会総連合

150,000 150,000 0

7,585,506 1,362,507

補助金等の名称 交付者 前期末残 当期増加額 当期減少額 当期末残高 貸借対照表上
の記載区分

6,222,999

科　　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

0

0
0

1,000,000
0

4,000,000

1,000,000

0

財務諸表に対する注記

科　　　　　　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

0 0 00
00 0

4,623,000 906,784
2,506,783
3,716,216

周年行事引当資産 4,000,000

5,000,000 1,000,000

2,962,506 455,723

4,000,000

5,000,000 1,000,000 4,000,000
0

0


